
 

第２期大阪狭山市教育振興基本計画      （別冊） 

 
 

５年後に向けての参考指標 

 
 

 

  

第２期大阪狭山市教育振興基本計画を効果的かつ着実に推進するため、「５年後に向け

ての参考指標」を設定しました。 

 

対象期間は令和６年度までとし、可能な限り定量化できる形成的な指標を設定し、そ

の実効性を確保するため、ＰＤＣＡ（計画・実施・評価・改善）サイクルにより、達成

状況について、毎年、点検・評価を行いつつ、施策の実行に努めます。 

 

第２期大阪狭山市教育振興基本計画は、「学びあい、つながりあい、未来に輝く人づく

り」を基本理念として、生涯にわたる教育について指針が示されています。 

 

本計画を効果的かつ着実に推進するためには、本計画に掲げられた基本方針を踏まえ

ながら、社会の潮流や教育を取り巻く環境の変化に的確に対応し、進捗状況を検証しな

がら施策を展開する必要があります。 

 

第２期大阪狭山市教育振興基本計画の「５年後に向けての参考指標」は、地方教育行

政の組織及び運営に関する法律第２６条の規定により毎年実施している「教育委員会事

務の点検及び評価」を行う際の規準とします。 

計画に沿った業務が 

実施できているかを 

確認する 

実績や将来の予測をもとに計

画を作成する 

計画に沿って実施できて 

いない部分を調べて 

改善する 

計画に沿って業務を行う 

計画 

Action 
改善 

Plan 

Do Check 
実施 評価 



５年後に向けての参考指標 

 

基本 
方針 

重点 

目標 

指標の 

考え方 
指標 

現状 

（Ｈ30） 
目標 

指標の選定理由及
び目標値（水準・目
標年度）の設定の根
拠、出典元 

事業 

所属 

１ 

こ
れ
か
ら
の
社
会
を
生
き
抜
く
力
を
養
い
ま
す 

（
１
）
遊
び
を
通
し
て
豊
か
に
学
ぶ
就
学
前
教
育
・
保
育
の
充
実 

子育てをサ
ポートする
体制ができ
ているか 

認定子育てサポー
ター登録数 

111人 120人 

第四次大阪狭山市
総合計画実施計画
における目標値
100人に対し、現
状は111人となっ
ているが、欠員が生
じないよう追加登
録を行う。 

子育て支援

グループ 

プレイセンター設
置数 

7か所 7か所 

第四次大阪狭山市
総合計画実施計画
における目標値で
ある設置数7か所
を地域や市民の協
力を得ながら維持
する。 

子育て支援

グループ 

多様化する
保 護 者 の
ニーズに対
応 し た 教
育・保育の
提供体制が
整備できて
いるか 

幼稚園・保育所・
認定こども園等の
利用定員 

教育
1,069人 

保育 

1,064人 

教育
1,135人 

保育 

1,316人 

「第２期子ども・子
育て支援事業計画」
による教育・保育の
提供体制の数値を
目標値とする。 

保育・教育

グループ 

保育所等の待機児
童 

23人 

（H31） 
0人 

保育所等の待機児
童数が０人となる
ことをめざす。 

保育・教育

グループ 

（
２
）
社
会
の
変
化
に
即
し
た
新
た
な
学
び
の
展
開 

主体的・対
話的で深い
学びが推進
されている
か 

主体的に思考した
り、表現したりす
る児童生徒の割合 

小学校 

82.4％ 

中学校
72.7％ 

小学校 

84％ 

中学校 

74％ 

「これまでに受け
た授業では、課題の
解決に向けて自分
で考え、『取り組ん
でいた』『おおむね
取り組んでいた』と
考えている児童生
徒の割合を、小学校
は全国平均を3％
上回るように、中学
校は全国平均と同
程度とする。 

学校教育グ

ループ 

子どもたち
の学力が向
上・維持で
きているか 

「全国学力・学習
状況調査」の全国
平均正答率との差
（国・数平均値） 

小学校 

△0.9Ｐ 

中学校 

△2.6Ｐ 

小学校 

1Ｐ 

中学校 

1Ｐ 

「全国学力・学習状
況調査」の平均正答
率を1ポイント上
回るようにする。 

学校教育グ

ループ 



 

基本 
方針 

重点 

目標 

指標の 

考え方 
指標 

現状 

（Ｈ30） 
目標 

指標の選定理由及
び目標値（水準・目
標年度）の設定の根
拠、出典元 

事業 

所属 

国語を要と
した言語能
力が向上し
ているか 

国語の正答率が、
全国平均正答率を
下回っている児童
生徒の割合 

小学校 

49％ 

中学校 

48％ 

小学校 

45％ 

中学校 

45％ 

「全国学力・学習状
況調査」における小
中学校の国語の平
均正答率を下回っ
ている児童生徒の
割合の3％以上減
少をめざす。 

学校教育グ

ループ 

「国語の勉強は好
き」という設問に、
肯定的な回答をす
る児童生徒の割合 

小学校
70.8％ 

中学校 

66.7％ 

（H31） 

小学校 

74％ 

中学校 

70％ 

「全国学力・学習状
況調査」にて肯定的
な回答をする児童
生徒の割合の3％
以上上昇をめざす。 

学校教育グ

ループ 

読書活動の
推進がされ
ているか 

図書を活用したコ
ンクールの出展数 

6,704人 7,300人 
学校と連携し、出展
数の増加をめざす。 

社会教育・

スポーツ振

興グループ 

学校園への図書貸
出し数 

4,513冊 5,000冊 
こども園や学校な
どと連携し、貸出し
数の増加をめざす。 

社会教育・

スポーツ振

興グループ 

ICTの活用
や教育の情
報化が推進
されている
か 

日常的に学校全体
で ICTを活用した
授業を行っている
学校の割合 

40％ 

（H31） 
80％ 

「全国学力・学習状
況にかかる学校質
問紙調査」におい
て、「ICTを活用し
た授業を１クラス
あたり『ほぼ毎日』
行っている」と回答
した学校の割合の
2倍程度増加をめ
ざす。 

学校教育グ

ループ 

ICTを活用して授
業ができる教員の
割合 

83％ 

（H31） 
100％ 

ICTを活用して授
業ができる教員の
増加をめざす。 

学校教育グ

ループ 

外国語教育
が推進され
ているか 

「英語の勉強は好
き」という設問に、
肯定的な回答をす
る生徒の割合 

51.1％ 

（H31） 
54％ 

「全国学力・学習状
況調査」にて肯定的
な回答をする児童
生徒の割合の3％
程度上昇をめざす。 

学校教育グ

ループ 



基本 
方針 

重点 

目標 

指標の 

考え方 
指標 

現状 

（Ｈ30） 
目標 

指標の選定理由及
び目標値（水準・目
標年度）の設定の根
拠、出典元 

事業 

所属 

（
３
）
豊
か
な
心
と
健
や
か
な
体
を
育
て
る
教
育
の
推
進 

子どもたち
の自尊感情
や自己肯定
感が育成さ
れているか 

「自分には良いと
ころがあると思
う」という設問に、
肯定的な回答をす
る児童生徒の割合 

小学校 

83.9％ 

中学校 

71.8％ 

小学校 

89％ 

中学校 

77％ 

「全国学力・学習状
況調査」にて肯定的
な回答をする児童
生徒の割合の5％
以上上昇をめざす。 

学校教育グ

ループ 

「学校の先生は、
自分のよいところ
を認めてくれてい
る」という設問に、
肯定的な回答をす
る児童生徒の割合 

小学校 

86.3％ 

中学校 

79.1％ 

小学校 

90％ 

中学校 

83％ 

「全国学力・学習状
況調査」にて肯定的
な回答をする児童
生徒の割合の3％
以上上昇をめざす。 

学校教育グ

ループ 

道徳性が身
についてい
るか 

「人が困っている
ときに、進んで助
けていますか」の
設問に、肯定的な
回答をする児童生
徒の割合 

小学校 

93.1％ 

中学校 

83％ 

（H31） 

小学校 

96％ 

中学校 

86％ 

「全国学力・学習状
況調査」にて肯定的
な回答をする児童
生徒の割合の3％
程度上昇をめざす。 

学校教育グ

ループ 

児童生徒に
対し、きめ
細かな指導
体制ができ
ているか 

暴力行為発生の割
合（市内全児童生
徒に対する千人
率） 

4.4‰ 2.2‰ 

小中学校における
暴力行為発生件数
の割合の半減をめ
ざす。 

学校教育グ

ループ 

不登校児童生徒の
割合（市内全児童
生徒に対する千人
率） 

13.1‰ 8.7‰ 

小中学校における
不登校児童生徒の
割合の4％程度減
少をめざす。 

学校教育グ

ループ 

健やかな体
を育てる教
育が推進さ
れているか 

学校給食における
食中毒発生数 

0 0 
食中毒ゼロをめざ
す。 

学校給食グ

ループ 

朝食欠食の改善 

小学校 

7.9％ 

中学校 

11.8％ 

小学校 

2.9％ 

中学校 

6.8％ 

「全国学力・学習状
況調査」における
「朝食を毎日食べ
ていますか」という
設問に「あまりして
いない」「まったく
していない」と回答
した児童生徒の割
合の5％程度減少
をめざす。 

学校教育グ

ループ 

学校生活での食の
豊かさ 

88％ 90％ 

給食のアンケート
における「給食はお
いしいですか」の設
問に、「おいしい」
「どちらかといえ
ばおいしい」という
回答割合が目標値
になることをめざ
す。 

学校給食グ

ループ 



 

基本 
方針 

重点 

目標 

指標の 

考え方 
指標 

現状 

（Ｈ30） 
目標 

指標の選定理由及
び目標値（水準・目
標年度）の設定の根
拠、出典元 

事業 

所属 

子どもたち
の体力が向
上している
か 

体力合計得点の平
均値の向上（男女
平均値） 

小学校 

54.9点 

中学校
45.3点 

小学校 

57点 

中学校 

47点 

「全国体力・運動能
力調査」における体
力合計得点の男女
平均値について、2
点程度上昇をめざ
す。 

学校教育グ

ループ 

「運動やスポーツ
をすることが好
き」という設問に、
肯定的な回答をす
る児童生徒の割合
（男女平均） 

小学校 

82％ 

中学校 

91.2％ 

小学校 

85％ 

中学校
94％ 

「全国体力・運動能
力調査」における
「運動やスポーツ
をすることが好き」
という設問に、肯定
的な回答をする児
童生徒の割合の
3％程度上昇をめ
ざす。 

学校教育グ

ループ 

全国体力調査にお
ける上位ランクの
児童生徒の割合 

小学校 

76.2％ 

中学校 

82.3％ 

小学校 

80％ 

中学校 

85％ 

「全国体力・運動能
力調査」の総合評価
（文部科学省が示
すテストの種目ご
との得点から換算）
が5段階中の上位3
ランクの評価と
なった児童生徒の
割合を、小学校4％
程度、中学校3％程
度上昇をめざす。 

学校教育グ

ループ 

（
４
）
教
職
員
の
資
質
向
上 

教職員が学
び続けよう
とする活動
を支援でき
ているか 

教職員研修の受講
者の満足度 

4.2点 4.5点 

当該年度の夏季教
職員研修実施後の
アンケートにおけ
る、受講者の研修満
足度を向上させる。
（5点満点） 

学校教育グ

ループ 

  



基本 
方針 

重点 

目標 

指標の 

考え方 
指標 

現状 

（Ｈ30） 
目標 

指標の選定理由及
び目標値（水準・目
標年度）の設定の根
拠、出典元 

事業 

所属 

２ 

一
人
ひ
と
り
を
大
切
に
す
る
教
育
を
推
進
し
ま
す 

（
１
）
子
ど
も
理
解
と
支
援
教
育
の
充
実
・
推
進 

一人ひとり
の 教 育 的
ニーズに応
じた指導が
なされてい
るか 

「個別の指導計
画」「個別の教育支
援計画」の作成 

100％ 100％ 

「個別の指導計画」
「個別の教育支援
計画」を、小中学校
に在籍するすべて
の対象児童生徒に
ついて作成する。 

学校教育グ

ループ 

特別支援教育が充
実している小中学
校の割合 

70％ 100％ 

「全国学力・学習状
況にかかる学校質
問紙調査」におい
て、「特別支援教育
について理解し、生
徒の特性に応じた
指導上の工夫を『よ
く行った』」と回答
した小中学校の割
合の上昇をめざす。 

学校教育グ

ループ 

（
２
）
個
の
成
長
を
支
え

る
教
育
の
充
実 

自己の進路
を選択する
意 欲 が 高
まっている
か 

「将来の夢や目標
を持っている」と
いう設問に、肯定
的な回答をする児
童生徒の割合 

小学校 

85％ 

中学校 

65.9％ 

小学校 

90％ 

中学校 

71％ 

「全国学力・学習状
況調査」にて肯定的
な回答をする児童
生徒の割合の5％
以上上昇をめざす。 

学校教育グ

ループ 

（
３
）
安
全
安
心
な
学
校
生
活
の
確
保 

学校の安全
性が確保さ
れているか 

安全管理員が配置
されている学校数 

10校 10校 
安全管理員が配置
されている学校数
を維持する。 

教育総務グ

ループ 

救命救急講習を受
講した教職員の割
合 

99.3％ 100％ 
教職員すべてが救
急救命講習を受講
することをめざす。 

学校教育グ

ループ 

いじめを未
然に防ぐた
めの取組み
が推進され
ているか 

弁護士によるいじ
め防止啓発授業の
実施校数 

8校 

（H31） 
10校 

弁護士によるいじ
め防止啓発授業の
実施校数を増やし、
各校におけるいじ
め防止の取組みを
充実させる。 

学校教育グ

ループ 

「いじめはどんな
理由があってもい
けないことだと思
いますか」という
設問に、肯定的な
回答をする児童生
徒の割合 

小学校 

97.6％ 

中学校 

92.6％ 

小学校 

100％ 

中学校 

100％ 

「全国学力・学習状
況調査」にて、すべ
ての児童生徒が肯
定的な回答をする
ことをめざす。 

学校教育グ

ループ 



 

基本 
方針 

重点 

目標 

指標の 

考え方 
指標 

現状 

（Ｈ30） 
目標 

指標の選定理由及
び目標値（水準・目
標年度）の設定の根
拠、出典元 

事業 

所属 

いじめへの
対応がなさ
れているか 

いじめの解消率 72％ 100％ 

「生徒指導上の諸
問題に関する調査」
にて、いじめ解消率
100％をめざす。 

学校教育グ

ループ 

（
４
）
多
様
性
理
解
の
促
進 

多様性を理
解し認め合
う教育が進
められてい
るか 

外国への興味があ
る児童生徒の割合 

40％ 

（H31） 
50％ 

外国の人と友達に
なったり、外国のこ
とについてもっと
知ったりしたいと
思っている児童生
徒の割合（小中学校
平均）の上昇をめざ
す。 

学校教育グ

ループ 

  



基本 
方針 

重点 

目標 

指標の 

考え方 
指標 

現状 

（Ｈ30） 
目標 

指標の選定理由及
び目標値（水準・目
標年度）の設定の根
拠、出典元 

事業 

所属 

３ 

持
続
可
能
な
社
会
の
た
め
の
教
育
環
境
を
充
実
し
ま
す 

（
１
）
時
代
の
変
化
に
対
応
し
た
学
習
環
境
な
ど
の
整
備 

学校等施設
が時代の変
化に対応し
ているか 

長寿命化計画にも
とづく構造躯体の
改修工事が完了し
た学校数 

0校 2校 

「大阪狭山市学校
施設長寿命化計画」
にもとづき、改修な
どの優先順位が高
い学校施設から着
手する。 

教育総務グ

ループ 

老朽化対策などの
大規模改造工事が
完了した学校数 

5校 7校 

「大阪狭山市学校
施設長寿命化計画」
との整合性を図り
ながら改修をすす
める。 

教育総務グ

ループ 

長寿命化・修繕計
画にもとづく改修
が完了した給食セ
ンター数 

0か所 1か所 

「学校給食セン
ター（調理場）施設
長寿命化・修繕計
画」にもとづき、計
画的な大規模改修
工事及び維持補修
による長寿命化を
推進する。 

学校給食グ

ループ 

設備が時代
の変化に対
応している
か 

長寿命化計画にも
とづく設備の改修
工事が完了した学
校数 

0校 2校 

「大阪狭山市学校
施設長寿命化計画」
にもとづき、改修な
どの優先順位が高
い学校施設から着
手する。 

教育総務グ

ループ 

（
２
）
学
校
経
営
改
革
の
推
進 

校務の効率
化が図られ
ているか 

教員の時間外勤務
時間の縮減 

月当たり 

41.1時間 

月当たり 

36時間 

小中学校教員の月
当たり平均時間外
勤務時間の5時間
短縮をめざす。 

学校教育グ

ループ 

校務支援システム
の導入学校数 

0校 10校 

教職員の日常事務
を効率化する校務
支援システムの導
入をめざす。 

学校教育グ

ループ 

専門家や地
域人材の活
用がなされ
ているか 

ＳＣやＳＳＷ、Ｓ
Ｌの活用実績回数 

224回 240回 

生徒指導事象の早
期の解決と教職員
の負担軽減を図る
ため、ＳＣやＳＳ
Ｗ、ＳＬなどの外部
専門家の活用実績
回数の10％程度増
加をめざす。 

学校教育グ

ループ 



 

基本 
方針 

重点 

目標 

指標の 

考え方 
指標 

現状 

（Ｈ30） 
目標 

指標の選定理由及
び目標値（水準・目
標年度）の設定の根
拠、出典元 

事業 

所属 

地域人材バンクの
活用推進 

53回 72回 

幼稚園・こども園に
おける人材バンク
登録者による教育
活動の実施回数の
増加をめざす。 

保育・教育

グループ 

英語教育における
地域ボランティア
の活用回数 

139回 150回 

幼稚園・こども園に
おける地域ボラン
ティアなどによる
英語教育を実施す
る。 

保育・教育

グループ 

教育活動に必要な
地域などの資源を
活用している学校
の割合 

60％ 100％ 

「全国学力・学習状
況にかかる学校質
問紙調査」におい
て、「指導計画の作
成に当たって、教育
内容と教育活動に
必要な人的・物的資
源を、地域などの外
部の資源を含めて
活用しながら効果
的に組み合わせて
いる」という設問に
『よく行っている』
と回答する学校の
割合の上昇をめざ
す。 

学校教育グ

ループ 

（
３
）
家
庭
教
育
の
支
援 

子育てや教
育に関する
相談体制や
情報提供が
充足してい
るか 

保護者相談体制の
充実 

118件 140件 

保護者相談体制の
周知を図り、学校教
育グループで受け
付ける教育相談実
績数（フリースクー
ルみ・ら・いへの相
談を含む）の増加を
めざす。 

学校教育グ

ループ 

保育子育てコン
シェルジュの配置
数 

4人 6人 

子ども・子育て支援
法にもとづく必要
最小人員である2
人を超える4人を
配置しているが、相
談などの体制を強
化するため追加配
置する。 

子育て支援

グループ 

子育て支援グルー
プで対応する利用
者支援事業、児童
家庭相談、ひとり
親家庭相談の相談
件数の合計 

1,079件 1,200件 

利用者支援事業の
体制強化・充実も踏
まえ、相談件数の
10％強程度の増加
をめざす。 

子育て支援

グループ 



基本 
方針 

重点 

目標 

指標の 

考え方 
指標 

現状 

（Ｈ30） 
目標 

指標の選定理由及
び目標値（水準・目
標年度）の設定の根
拠、出典元 

事業 

所属 

親まなび講座への
延べ参加者数 

57人 120人 
平成２９年度程度
まで参加者数の引
き上げをめざす。 

社会教育・

スポーツ振

興グループ 

未就園児の親を対
象とした子育て講
座などの延べ実施
回数 

156回 170回 

市民協働事業の実
施回数を増やすこ
となどにより、実施
回数の10％程度増
加をめざす。 

子育て支援

グループ 

（
４
）
地
域
の
教
育
力
の
育
成
と
社
会
に
開
か
れ
た
教
育
課
程
の
実
現 

地域人材の
育成や活用
がされてい
るか 

学校園支援人材
（有償ボランティ
ア）の参加者数 

355人 500人 

学校園の授業など
への外部人材の参
加者・参加団体の増
加をめざす。 

学校教育グ

ループ 

さやま元気っこ推
進事業へ参加のス
タッフ数 

87人 100人 

さやま元気っこ推
進事業への高校生
や大学生の参加ス
タッフ増加をめざ
す。 

社会教育・

スポーツ振

興グループ 

地域の環境
づくりや子
どもの居場
所づくりが
推進されて
いるか 

さやま元気っこ推
進事業への延べ参
加者数 

10,722人 12,000人 

子どもの放課後の
居場所の選択肢を
広げるために、事業
への参加者数の毎
年5％程度増加を
めざす。 

社会教育・

スポーツ振

興グループ 

青色防犯パトロー
ルの実施回数 

38回 45回 

青少年指導員など
による青色防犯パ
トロールの実施回
数を増やす。 

社会教育・

スポーツ振

興グループ 

社会開かれ
た教育課程
の実現が図
られている
か 

「地域や社会をよ
くするために、何
をすべきか考える
ことがあります
か」の設問に、肯
定的な回答をする
児童生徒の全国平
均値との差 

小学校 

△0.6P 

中学校 

△5P 

小学校 

3P 

中学校 

3P 

「全国学力・学習状
況調査」にて肯定的
な回答をする児童
生徒の割合を全国
平均値より3ポイ
ント以上上回るよ
うにする。 

学校教育グ

ループ 

社会教育・

スポーツ振

興グループ 

コミュニティ・ス
クール導入校数 

0校 ４校 

コミュニティ・ス
クールを導入し、
「地域とともにあ
る学校づくり」の推
進をめざす。 

学校教育グ

ループ 

地域コーディネー
ターの育成 

0人 4人 
令和5年度までに
中学校区に１人以
上をめざす。 

社会教育・

スポーツ振

興グループ 

  



 

基本 
方針 

重点 

目標 

指標の 

考え方 
指標 

現状 

（Ｈ30） 
目標 

指標の選定理由及
び目標値（水準・目
標年度）の設定の根
拠、出典元 

事業 

所属 

４ 

郷
土
を
愛
し
自
ら
学
び
、
高
め
あ
う
学
習
を
推
進
し
ま
す 

（
１
）
生
涯
ス
ポ
ー
ツ
活
動
の
推
進 

スポーツに
参加する機
会が充実し
ているか 

サタデースポーツ
参加者数 

9,362人 9,500人 
実施種目の増加を
図り、参加者数の増
加をめざす。 

社会教育・

スポーツ振

興グループ 

スポーツ団体登録
者数 

2,700人 2,700人 
市民の体育協会登
録者数の維持をめ
ざす。 

社会教育・

スポーツ振

興グループ 

スポーツを
する市民が
増えている
か 

週１回以上のス
ポーツ実施率 

58.7% 65％ 

週 1 回 以 上 の ス
ポーツ実施率を国
の「第２期スポーツ
基本計画」で掲げる
目標値まで引き上
げることをめざす。 

社会教育・

スポーツ振

興グループ 

市内スポーツ施設
の延べ利用者数 

275,411人 300,000人 
市内スポーツ施設
利用者数の5％程
度増加をめざす。 

社会教育・

スポーツ振

興グループ 

（
２
）
生
涯
学
習
や
文
化
芸
術
活
動
の
推
進 

学びの機会
が確保され
ているか 

生涯学習情報の提
供件数 

443件 450件 

多様な学習ニーズ
に対応するため、市
民への学習情報を
提供した数の増加
をめざす。 

市民協働推

進グループ 

生涯学習の
活動を経験
している市
民が増えて
いるか 

公民館運営事業 77,674人 78,500人 
公民館貸館利用者
数の2％程度増加
をめざす。 

社会教育・

スポーツ振

興グループ 

図書館運営事業 6.9冊 7.0冊 
市民一人当たり図
書貸出冊数の3％
程度増加をめざす。 

社会教育・

スポーツ振

興グループ 

（
３
）
歴
史
文
化
遺
産
の
継
承
と
活
用 

歴史文化遺
産を活用し
歴史的価値
の発信が行
えているか 

狭山池シンポジウ
ムへの参加者数 

68人 150人 

狭山池シンポジウ
ム参加者数増加に
より、狭山池の魅力
発信の向上をめざ
す。 

歴史文化グ

ループ 

文化財のさ
ら な る 保
護・活用が
進んでいる
か 

新規資料の収集 1件 2件 

新規資料の拡充に
よる文化財への注
目度の上昇をめざ
す。 

歴史文化グ

ループ 



基本 
方針 

重点 

目標 

指標の 

考え方 
指標 

現状 

（Ｈ30） 
目標 

指標の選定理由及
び目標値（水準・目
標年度）の設定の根
拠、出典元 

事業 

所属 

（
４
）
郷
土
愛
の
育
成 

郷土への愛
着が育まれ
ているか 

「今住んでいる地
域の行事に参加し
ていますか」とい
う設問に、肯定的
な回答をする児童
生徒の割合 

小学校 

59.5％ 

中学校 

38.7％ 

小学校 

63％ 

中学校
42％ 

「全国学力・学習状
況調査」において、
肯定的な回答をす
る児童生徒の3％
程度増加をめざす。 

学校教育グ

ループ 

歴史文化遺
産を活用し
た郷土を学
ぶ機会が充
実している
か 

狭山池博物館のイ
ベント 

39件 39件 

恒常的な集客をめ
ざし、狭山池博物館
のイベント回数の
維持をめざす。 

歴史文化グ

ループ 

企画展開催期間中
の博物館利用 

12,983人 13,000人 

企画展開催中の利
用者数増加により、
狭山池の魅力発信
効果の向上をめざ
す。 

歴史文化グ

ループ 

 

※表中で（H31）と記載している数値は、平成 31年度（令和元年度）の数値として確定しているものです。 

 


